　　　　　　　　　様式２
介護サービス情報の公表制度における報告等の対象外申告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　月　　日

兵庫県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　 　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          電子メール　　
介護保険法第115条の35第1項の規定する介護サービス情報の公表の対象事業者に、下記の理由により該当しないため申告します。

記

１　事業所番号

２　事業所名

３　事業所所在地

４　介護サービスの種類

５　理由（該当する項目の□にチェックを入れ、所定事項に記入して下さい。）
　　　□　県が定めた計画の基準日前の1年間において提供を行った介護サービスに係る居宅介護サービス費、居宅介護サービス計画費又は施設介護サービス費の支給の対象となるサービスの対価として支払いを受けた金額が100万円以下であるため。

　　　　※　別紙を添付すること
　　　□　廃止・休止・辞退したため：　　　　年　　月　　日

　　　　※　兵庫県又は市町に廃止・休止・辞退届を既に届け出ているもののみ該当
□　その他　災害により、報告を行うことができないため

※　災害の具体的な状況及び報告ができない理由が判る資料を添付すること
別紙

令和　　年　　月　　日

【事業所の概要】

	事業所名
	
	事業所番号
	28

	所在地
	

	サービスの種類
	


※　事業所番号が同一で複数のサービスを提供している場合は、サービスの種類ごとに１つの申告書としてください。

【基準日前の１年間におけるサービスの対価として支払を受けた金額の状況】

	国保連から

支払いを
受けた年月
	サービスの対価として支払いを

受けた金額の総額（円）※１
	左記のうち、居宅支援サービス費（居宅介護支援事業者においては居宅支援サービス計画費（法改正前の「要支援」相当分））として支払いを受けた額

	
	保険給付分

①
	利用者
負担分
②
	合計

③＝①＋②
	保険給付分

④
	利用者
負担分
⑤
	合計

⑥＝④＋⑤

	令和６年２月
	
	
	
	
	
	

	令和６年３月
	
	
	
	
	
	

	令和６年４月
	
	
	
	
	
	

	令和６年５月
	
	
	
	
	
	

	令和６年６月
	
	
	
	
	
	

	令和６年７月
	
	
	
	
	
	

	令和６年８月
	
	
	
	
	
	

	令和６年９月
	
	
	
	
	
	

	令和６年10月
	
	
	
	
	
	

	令和６年11月
	
	
	
	
	
	

	令和６年12月
	
	
	
	
	
	

	令和７年 １月
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


※　「保険給付分」には、公費負担分を含めて記載してください。

③の合計額　　　　　　円　－　⑥の合計額　　　　　　円　＝　　　　　　　円　≦　100万円

　
　　　　

